内閣総理大臣　菅　直人　殿
国家公務員の給与特例法案の閣議決定に抗議する決議
長崎県高等学校教職員組合　　　　　　　　分会

　分会長　　　　　　　　　　　　
　政府は、6月3日、「国家公務員の給与の臨時特例に関する法律案」を閣議決定しました。

　私たちは、この法律案による国家公務員の大幅な賃金引き下げが、5月13日に片山総務大臣により提案されてから、一貫して問題を指摘し、提案の撤回を求めてきました。1ヵ月にも満たない期間に、問題点の解明がないまま、わずか6回の交渉で閣議決定が強行されたことに、強く抗議するものです。
　政府は、今回の法案の提出を、「極めて異例の措置」などとしていますが、人事院勧告にもとづかずに、賃金を引き下げることが国公法に違反することは明らかです。しかも、労働基本権制約のもとでは、政府自身が人事院勧告制度を「代償措置」と位置づけている以上、憲法にも違反することとなります。

　交渉では、民主党政権の政治公約である公務員総人件費２割削減の達成が、賃下げ理由の一つとして繰り返されましたが、そもそもマニフェストにおける公務員総人件費２割削減は「ムダづかいをなくすための政策」の一つに位置づけられ、子ども手当や高速道路無料化を実現するための財源にあてるとされてきたものです。マニフェストの多くが実現の見通しが立たない中で、公務員総人件費２割削減だけが追求されること自体が道理のない異常なことです。
　また、国家財政事情や東日本大震災における財源確保も強調されましたが、交渉をとおして、いずれも賃下げの理由にならないことが明確になりました。それどころか、公務員賃金の引き下げが日本経済への大きなマイナス要因になることを、政府は認めざるを得ませんでした。公務員賃金の引き下げが、消費税等の増税の地ならしになって、国民生活に重くのしかかるようなことがあってはなりません。
　今回の大震災では、被災地はもとより全国の公務労働者・教職員が、被災者の救援活動、各地の避難所の運営や維持・管理、道路や港湾の改修、上下水道の確保など被災地の復旧にとりくんでいます。避難所となっている学校をはじめ、公務・公共に関連する様々な仕事とそれを支える公務労働者の役割の重要性が明らかになっている今、公務員・教職員の増員こそをはかるべきであり、公務員総人件費削減は国民的にも認められるものではありません。それでも復旧・復興のための財源として、公務員の賃金引き下げが必要というなら、数十兆円必要といわれている復旧・復興の財源の全体計画を示して交渉にあたるべきです。
　私たちは、未曾有の被害となった東日本大震災の実態から考えても、公務員総人件費削減の方針こそ見直されるべきだと考えます。そのため、労使合意のない大幅な賃下げを強行する閣議決定に強く抗議するとともに、給与特例法案の廃案を求めるものです。
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